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ＮＰＯ
法人

　ＮＧＯが作成した行動計画案は意欲
的なものである。それを紹介したい。この
計画はあくまでもＮＧＯが素案として作成
し、平和市長会議会長である秋葉忠利
広島市長に検討を依頼したものである。
起草したＮＧＯグループは、ＮＧＯ内部で
もこの内容について広く議論を起こし、２
００５年に向けてベストの行動を探って行
きたいと願っている。

シティ・キャンペーン

　提案は「核軍縮シティ・キャンペーン」
と仮に名づけられた。このキャンペーン
の主役は活動家、市長、政府である。活
動家が、市長のリーダーシップを得つ
つ、核兵器撤廃に向かって政府に決定
的な行動を取らせるよう世論の大きなう
ねりを作り出そうというものである。
　２００５年春にニューヨークでＮＰＴ再検
討会議（５年毎に開催）が開催される。２００
４年春にはその準備委員会が同じく
ニューヨークで開催される。すべての核
兵器保有国は、ＮＰＴに加盟しており、第
６条による核兵器廃絶義務を負ってい

２００５年へ世界のＮＧＯ動き出す

あなたの市長をＮＰＴへ
自治体がＮＰＴを包囲する行動計画

　５月のＮＰＴ準備委員会（ジュネーブ）に結集したＮＧＯ活動家たちの間で起こった議論が、いま熱い運動
のうねりを作りつつある。きっかけは、参加していた秋葉忠利広島市長が、平和市長会議として核兵器廃
絶の緊急行動に立ち上がる意欲を示したことにある。それ以後、このイニシャチブを活かすためにＮＧＯと
してどのような行動に取り組むべきであるか、インターネット上で熱心な議論が行われてきた。長崎市長も
この動きに賛意を表し、平和市長会議は、１０月の理事会で正式の決定を行う予定である。１１月の長崎Ｎ
ＧＯ会議は、新たな重要性を帯びてきた。

　広島市、長崎市が提案した「核兵器廃絶に向けての都市連帯推進計画」に賛同
する世界の都市によって構成される。この計画は、第２回国連軍縮特別総会で提案
され（１９８２年６月）、これに賛同する市長が集まる第１回「世界平和連帯都市市長会
議」が１９８５年８月に、広島市、長崎市で開催された。２００１年に会議の名称は「平和市
長会議」と改称された。
　２００３年７月３日現在、全大陸からの１０７か国、５４８都市によって構成されている。現
在、会長は広島、副会長は長崎、コモ（伊）、ハノーバー（独）、マラコフ（仏）マンチェ
スター（英）、モンテンルパ（比）、ボルゴグラード（露）であり、事務局は広島市にある。

平和市長会議とは

る。２００５年の機会を捉えて、市民は、その
履行を迫る必要がある。「核軍縮シティ・
キャンペーン」はそのための運動である。

キャンペーンの要求

　そのために「キャンペーン」は、核兵器
廃棄のための系統的かつ前進的な措置
を発展させる任務をもった交渉を、２００５
年以内に開始するよう２００５年ＮＰＴ再検
討会議で決定することを要求する。この
交渉は２０１０年の再検討会議までに枠組
みを採択し、枠組みは２０２０年までに「核
兵器のない世界」を実現すべきである。
　ＮＧＯグループは、このような時間枠は、

米ロがモスクワ条約で２０１２年までに戦
略兵器の３分の２を削減することを定め
ていることを考えると、残りの３分の１を２０
１７年までに削減することが可能であり、
削減した核兵器の解体を２００５年に開始
すれば、２０２０年までに解体を完了させる
ことができるはずだとしている。

第三の波

　ＮＧＯグループは、核軍縮のためにこ
れまで大きな波が二度あったと考える。
大気圏核実験をめぐる波、ヨーロッパの
中距離核戦力をめぐる波、である。第三

２ページ左段下へ
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　７月２６日未明に成立した日本のイラク
復興支援特別法（以下、イラク特措法）は、
日米安保条約下での日米軍事協力に
一時期を画するものであった。この法律
によって、戦時下（厳密には明確な戦争終
結のない占領下）の外国領土への自衛隊
の派兵とそこでの日米軍事協力が初め
て可能になったのである。
　この状況は、冷戦後米国によって一貫
して追求されてきた「日米同盟のグロー
バル化」、より具体的には「米国世界戦略
における自衛隊の海外活用」という流れ
の中で理解する必要がある。今回のイラ

ク特措法も、米国の強いプレッシャーの
下で立法化の拍車がかかった。「９１年の
湾岸戦争では日本は野球を観客席で
見ただけだ。投手や捕手として出場する
必要はないが、野球場に出てプレーす
べきだ」（６月１１日）というアーミテージ米
国務副長官の発言にそれは象徴されて
いる。
　憲法第９条の制約と日本の国民世論
の抵抗の中で、日本の自衛隊を海外に
おける米軍活動の支援に活用しようする
試みは、決して一本道ではなく、紆余曲
折を経て追求された。私はこの経過をＰ

ＫＯ路線、周辺事態路線、特措法路線と
いう流れで整理している。

◆ＰＫＯ路線
　日本政府は、１９９０年の湾岸危機にお
いて、自衛隊の艦船や輸送機の派遣を
可能にしようとした「国連平和協力法
（仮）」の成立を急いだが、国内世論を納
得させることができず、ついに廃案に追
い込まれた。この日本政府の拙速の背
後には、米国の基本戦略からくる圧力が
存在していた。９０年４月に出された米国
防省の「アジア太平洋の戦略的枠組み」
は、対日本戦略として、ホストネーション・
サポートの増加やシーレーン防衛の強
化を要求する一方で、「西側同盟国とと
もに、世界の重要地域において安定を
維持する米国の努力に日本をもっと緊
密に関与させる」と書いている。この戦
略のもとに、当時の海部内閣に対して、
米軍への輸送協力などを求める再三の
圧力が米国から加えられた。
　拙速のために失敗をした後、日本政
府は国連平和維持活動（ＰＫＯ）に限定を
した立法に努力を集中した。その結果、
軍事色の強いいわゆる国連平和維持軍
（ＰＫＦ）業務を凍結するという条件の下
で、ＰＫＯ協力法を成立させた（１９９２年）。
それによって、自衛隊の海外ＰＫＯはカン
ボジア、モザンビーク、ザイールと拡大し
ていった。９５年の米国防省報告「東アジ
ア・太平洋地域の安全保障戦略」（いわ
ゆるナイ報告）では、これらの例を挙げな
がら「日本の新しいグローバルな役割」
として日本の貢献を賞賛している。

海外米軍支援への圧力に、
自衛隊も積極的に手を結ぶ

梅林宏道

日本、どこへ行くのか：
④もう一つの牽引車、米日同盟

　以下は、８月１４日付『ハンギョレ』新聞に掲載された論説の日本語原文である。「日
本、どこへ行くのか」というシリーズ記事の第４回目に当たる。大見出しは韓国語見出
しの日本語訳、中見出しは筆者のものである。

の波がいま必要とされている。核戦争と
核兵器テロを阻止するためである。
　国家が核兵器廃絶に立ち上がらない
今、別の政治的リーダーシップが求めら
れる。そんな中で地球規模の問題に国
境を越えた自治体の連携が広がってい
る。平和市長世界会議（単に平和市長会
議、あるいはＭｆＰと呼ぶ）はそのような組織
の一つである。平和市長会議は、その他
の自治体組織、市長組織に働きかけて、
「核軍縮シティ・キャンペーン」の最初の
リーダーシップを取ることができる。
　各地の核兵器廃絶ＮＧＯは、市長たち
のリーダーシップを歓迎するであろう。活
動家は、市長の動きに対して二種類の
支援を与えることができる。核軍縮問題
と可能な解決法についての知識とキャン

ペーンに必要な献身的努力である。そ
れぞれの市長の努力と呼応しながら一
般市民を教育し動員する行事を立ち上
げるだろう。

計画

　事態の展開を見つつ計画は調整され
て行くが、当面のキャンペーンは三段階
で考える。

（１）２００４年５月まで
　「核軍縮シティ・キャンペーン」の立ち
上げと拡大の期間とし、その帰結として２
００４年ＮＰＴ再検討準備委員会に１０人規
模の主要市長を登場させる。登場市長
は、市民を核戦争から守る立場からＮＰ
Ｔ会議で毅然として発言し、核兵器廃絶
への具体的取り組みを要求する。

　これらの市長の活動をビデオ・プログ
ラムに編集し、２００５年に向けてさらに多く
の市長を組織する道具とする。参加市長
は、ニューヨークで共同記者発表を行う。
また、市レベルのとり組みで若者を
ニューヨークに送り出すなどの企画を考
える。

（２）２００４年６月～２００５年５月
　２００５年ＮＰＴ再検討会議に向けて、市
民に関心を広げ、会議への多くの市長の
参加を求める。再検討会議前に１００以上
の国から数百人の市長がニューヨーク
に集まることを目指す。途上国市長の参
加を、発展国の市が援助する仕組みを
作る。姉妹都市が活用される。
　２００５年ＮＰＴでどのような要求と行動
を行うかは、２００４年準備委員会の経過を

１ページからつづく
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　この状況を踏まえて、１９９７年の新しい
「日米防衛協力のための指針」（新ガイド
ライン）においては、ＰＫＯ活動などについ
て「両国政府は、必要に応じて相互支援
のために密接に協力する」と謳われた。２
００１年末には、凍結されていたＰＫＦ部分
も解除された。このように、国連ＰＫＯを中
心に自衛隊をまず海外に連れ出し、日
米軍事協力を準備した方法が「ＰＫＯ路
線」である。

◆周辺事態路線
　９７年の新ガイドラインでは、「日本周
辺地域における事態で日本の平和と安

米世界戦略への同盟要求に日、紆余曲折
結局、イラク特措法通過など緊密な協力

全に重要な影響を
与える」周辺事態に
おける日米軍事協
力が導入された。Ｐ
ＫＯでは不可能で
あった国連のお墨付きのない米軍への
直接支援の道が開かれたのである。こ
れを受けていわゆる「周辺事態法」（１９９
９年）が制定され、同時にＡＣＳＡ（日米物
品役務相互提供協定）が改定されて周辺
事態に対して適用可能になった。これら
の立法措置によって、「周辺」の範囲が
あいまいなまま、自衛隊は米軍に対する
兵員・物資・弾薬の輸送、医療活動など
の後方支援、後方地域における捜索・救
助活動が可能になったのである。たとえ
ば朝鮮半島において、米軍は自ら作り出
した事態に対して自衛隊の支援活動を
要求できる。
　この状況は、今年６月に成立したいわ
ゆる「武力攻撃事態法」を中心とする有

事三法によっていっそう深化した。この
法律で「武力攻撃予測事態」が定義さ
れ、周辺事態と重ねながら日米軍事協
力の範囲を拡大することが可能になっ
たからである。このようにして、日本有事
と絡ませることによって自衛隊の海外米
軍支援活動を拡大する路線が「周辺事
態路線」である。
　しかし、ＰＫＯ路線、周辺事態路線だけ
では米国の世界戦略を支える自衛隊に
なりえないことは明らかである。苛立ちも
含めて状況の抜本的な変更が必要で
あるという米国内の認識を表明したの
が、２０００年１０月に出された米国防大学

国家戦略研究所（ＩＮＳＳ）報告書「米国と
日本――成熟したパートナーシップへ」
（いわゆるアーミテージ・レポート）であった。
これは、米大統領選挙を睨んで、民主・
共和両党に影響力をもつ日本専門家が
連名で作成した超党派の対日戦略文
書である。

◆特措法路線
　報告書は、日米同盟関係の目標を端
的に「米英関係が模範である」と書いて
いる。イラク戦争における米英の一体振
りを想起しておこう。そして、日本に対し
て「有事立法の制定」「ＰＫＦ凍結の解
除」を求め、「日本の集団自衛の禁止は、
同盟国としての協力に制約となってい

る」と、憲法解釈の変更にまで踏み込ん
だ提言を盛り込んだ。前二者が早くも実
現したことはすでに述べたとおりである
が、米国と日本政府は、今「日本の集団
自衛の禁止」を撤廃する方向に進もうと
していることは間違いないであろう。そ
れが、私が「特措法路線」と呼ぶ一連の
動きである。
　９・１１事件に対する世論を利用して自
衛艦の給油作戦をインド洋・アラビア海
に展開させた「テロ特措法」（２００１年１０
月）、そして今回の「イラク特措法」へとつ
ながる動きである。目的を限定し、期間も
限定（実際には別立法による延長が可能）し

ているが、世界中の
場所を問わず、国
際世論と日本の世
論の動向を見極め
ながら、自衛隊の米

軍支援・海外活動を常態化させる狙い
である。そして、特措法ではなく一般法
でこれを可能にしようとする動きがすで
に現れている。
　米軍は、情報技術（ＩＴ）を駆使した大
胆な未来型軍隊への脱皮を実行してい
る。同盟軍は否応なくそれへの統合を強
めなければならない。ミサイル防衛はそ
の典型である。一方では、米軍支援の形
で蓄積される自衛隊の海外展開能力
は、自衛隊自身の力としても当然蓄積さ
れる。このような動向を考えるとき、北東
アジアの市民社会は、国境をこえた非軍
事的・協調的な安全保障へと手をとり
あって進むべきであると、私は強く信じて
いる。

踏まえながら、決定されなければならな
い。そのために、戦略委員会が形成さ
れ、２００４年末までに戦略の選択肢を提
示し勧告を行う。これまでの経験から推
測すると、ＮＰＴの改訂会議（核軍縮義務
の強化）、対人地雷のオタワ・プロセスに
似た過程、などが考えられる。いずれに
しても、２００５年再検討会議への政府方
針が固まるまでに、政府に対する働きか
けが組織されなければならない。２００４年
１１月には、米国大統領選挙があること
も、考慮されるべき大きな要素である。
　キャンペーンが顕在化すると、核兵器
国からの圧力で、市長のとり組みを「お
門違いである」とか「無力である」とかの
誹謗中傷が行われる可能性があるが、
活動家はスポークス・パーソンの役割を
演じる用意がなければならない。

（３）２００５年５月～２００５年末
　市長たちがＮＰＴ会議に結集し、いつ
もの会議に終わらせない決意に満ちた
意見表明を行う。核兵器廃絶の道筋を
つけるための交渉をＮＰＴ加盟国が決意
するよう促す。ＮＧＯも圧倒的多数が参加
し、市長たちの行動を支持する。広島
市、長崎市は、交渉の会場を提供する用
意があることを表明する。
　市長たちが、少なくとも最初の１週間Ｎ
ＰＴ周辺に滞在することを目指し、市長
自身の行事やＮＧＯの行事が十分に準
備されなければならない。核兵器問題に
限らない自治体同士の協力が必要な
テーマのシンポジウムも考えるべきであ
る。最初のウィークエンドにセントラル・
パークで大デモを計画する。

　市長の帰国を待って、各市での行事
が計画されるべきである。市長が参加し
なくても、この流れに呼応する自治体レ
ベルの行事を計画できる。
　ＮＰＴ再検討会議が、交渉開始に合意
すれば、それを後押しする活動が続けら
れる。失敗したときには、反対国を乗り越
えて、「核軍縮シティ・キャンペーン」は代
案を提起し、目標とする「核兵器廃絶の
枠組み」を議論する国際的検討会議・交
渉会議を、２００５年中に開催する。２００５年
の広島、長崎被曝６０周年は、いずれの
場合にも重要な節目となる。
　日本の場合、非核自治体の活用が大
きな課題となるであろう。また、タイムリー
な時期に開催される１１月のＮＧＯ長崎会
議がこれらのことを議論する重要な場と
なるであろう。（梅林宏道）

●Ｍ

●Ｍ
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次の人たちがこの号の発行に参加･協力しました。
秋山祐子(ピースデポ)､中村桂子（ピースデポ）、李俊揆（ピースデポ）、青柳絢子、大澤一枝、佐藤毅彦､中原聖乃、中村和子、津留佐
和子、山口響、梅林宏道

ＡＣＳＡ＝日米物品役務相互提供協
定
ＭｆＰ＝平和市長世界会議
ＮＰＴ＝核不拡散条約
ＰＫＦ＝国連平和維持軍
ＰＫＯ＝国連平和維持活動

今号の略語

ピースデポの会員
になって下さい。

会員には、『モニター』と『会報』が郵送さ
れるほか、情報の利用にあたって優遇さ
れます。（会員種別、会費、手続について
は、お問い合わせ下さい。）『核兵器・核
実験モニター』の購読のみも可能です。

宛名ラベルメッセージについて
・会員番号（６桁）：会員の方に付いています。
・「（定）」：会員以外の定期購読者の方。
・「今号で誌代切れ、継続願います。」「誌代
切れ、継続願います。」：入会または定期購
読（年６，０００円）の更新をお願いします。
・メッセージなし：贈呈いたしますが、入会を
歓迎します。

ピースデポ電子メールアドレス
事務局＜office@peacedepot.org＞
梅林宏道＜CXJ15621@nifty.ne.jp＞
中村桂子＜nakamura@peacedepot.org＞
李俊揆＜leepd@peacedepot.org＞

●８月６日　５８回目の広島「原爆の日」。
●８月６日　防衛庁、ＭＤ導入時に「ＭＤ統合部隊」
を創設する方針を固める。海自のイージス艦と空
自のＰＡＣ３を一つの部隊に再編成。共同通信。
●８月７日　逗子市議会、「池子米軍家族住宅の
追加建設に反対する意見書」を全会一致で可決。
●８月７日　政府、イラク復興支援特措法に基づく
自衛隊派遣に向け、１３日から予定していた政府
調査団の派遣を先送りを決定。共同通信の報道。
●８月７日　防衛庁、ＭＤ導入に向けた初年度経
費として、２００４年度概算要求に１４００億円を盛り込
む方針を固める。共同通信の報道。
●８月９日　５８回目の長崎「原爆の日」。
●８月９日　福田官房長官と中国の胡錦涛国家
主席が会談。北朝鮮問題の平和的解決を目指す
ことで一致。
●８月１０日　福田官房長官と中国の温家宝首相
が会談。温首相は、小泉首相の早期訪中を期待。
●８月１１日　来日中の中国・李肇星外相が小泉
外相、川口外相と会談。北朝鮮問題の平和的解
決を目指すことで一致。
●８月１２日　李中国外相、北朝鮮の核問題に関
する６か国協議は、２７日開催方針であることを明ら
かに。
●８月１２日　高島外務報道官、中国黒竜江省チ
チハル市の毒ガス被害を「旧日本軍の遺棄化学
兵器によるもの」と正式に認める。
●８月１２日付　防衛庁、０４年度予算概算要求で、
１３，５００トンのヘリ護衛艦１隻の整備費を要求へ。
●８月１２日　北朝鮮、６カ国協議に関して、北京で
２７日から３日間の開催に同意。
●８月１３日　日米韓の３か国局長級協議、米務省
で開催。米国は、北朝鮮の核放棄が実現した場
合に経済援助をする方針を示す。
●８月１４日　軍縮・不拡散問題に関する日中両
政府間の局長級協議、北京で開催。
●８月１８日　バウチャー米国務省報道官、日米な
ど１１か国が、不審船に対する臨検などの合同演
習を９月に行うと発表。
●８月１８日　モスクワで、６カ国協議に向けた日本
とロシアの予備協議開催。
●８月１８日　ＰＫＯ協力法に基づくイラクへの人道
支援物資輸送の任務を終えた空自Ｃ１３０輸送機２
機、小牧基地に帰還。
●８月１８日　日、中、韓、北朝鮮、カナダが参加す
るロシア軍の大規模演習がロシア極東海域で始
まる。北朝鮮にとって多国間演習への初参加。
●８月１９日　横浜ノースドックに、機動揚陸艇など
米陸軍舟艇５隻を積んだ輸送船ゴーファー・ス
テートが着岸。
●８月２０日　バグダッドの国連事務所で爆弾テ
ロ。デメロ国連事務総長特別代表ら２０名が死亡、
１００名超が負傷。

ＣＴＢＴ＝包括的核実験禁止条約／ＤＯＤ＝米国
防総省／ＭＤ＝ミサイル防衛／ＰＣＢ＝ポリ塩化ビ
フェニール／ＰＫＯ＝国連平和維持活動

●８月２０日　日本政府、6カ国協議を前にして、米
国の核の傘を堅持するよう米政府に改めて要請
していることが明らかに。
●８月２０日　石破防衛庁長官、イラク復興支援特
措法に基づく自衛隊派遣について、「年内というこ
とは難しいかもしれない」。

沖縄
●８月８日付　普天間基地内の緊急車両通行に
関する宜野湾市の要請に対し、米側が事実上拒
否していることが７日までに明らかに。
●８月８日　在沖米空軍が管理する航空機進入
管制システム・嘉手納ラプコンが故障。民間機に
影響。
●８月１３日　嘉手納基地で、離陸直後のＦ１５戦闘
機から訓練用「フレア」（小型照明弾）数個落下。
●８月１３日　キャンプ・ハンセン内にある廃弾処
理場付近で原野火災が発生。
●８月１４日　新垣知事公室長、嘉手納基地司令
官らに対し、照明弾落下事故を強く抗議、Ｆ１５全機
の飛行中止など申し入れ。
●８月１４日　三者連絡協議会（沖縄、北谷、嘉手
納）、照明弾落下事故に抗議し、再発防止に向け
た安全対策の確保などを米軍に申し入れ。
●８月１４日　在日米軍、在沖米軍基地内のＰＣＢ
含有物質を那覇軍港から横浜ノースドックに搬出
したと認める。１５日、米カリフォルニアに向け出港。
●８月１５日　県、経済から福祉にわたる県内の３０
団体に対し、日米地位協定の抜本的見直しに向
けた具体的な取組みを呼び掛ける文書発送。
●８月１６日付　クレー射撃による鉛汚染問題で、
米軍が県が求める環境調査のための施設立ち入
りを拒否していることが１５日までに明らかに。
●８月１８日　県文化環境部、０２年度航空機騒音
測定結果を発表。嘉手納・普天間周辺での騒音
発生回数が前年比大幅増であることが明らかに。
●８月１８日　那覇防衛施設局、米軍用地強制使
用問題で、伊江島補助飛行場など９施設の一部
土地について初の担保提供（供託）手続き。
●８月２０日　嘉手納基地、Ｆ１５戦闘機による照明
弾落下を「電気系統部品の不具合」と発表、飛行
再開に踏み切る計画示す。

◇◇◆◇◇

◇◇◆◇◇

衆議院・衆議院（２００３年７月）
第１５６回通常国会

国会レポート

国会図書館のホームページですべての
会議録を閲覧できます。安全保障問題
関連の主意書に限定して記載します。

http://www.ndl.go.jp/

＜衆議院＞
●金田誠一（民主）「イラク戦争と我が国の外交」
（５/２９→８/５；質問８９号）＊前回答弁書未確認分
●伊藤英成（民主）「内閣法制局の権限と自衛権
についての解釈」（７/８→７/１５；質問１１９号）

●長妻昭（民主）「イラク復興特別措置法案にお
ける自衛隊の活動範囲等」（７/８→７/１５；質問１２１
号）
●佐々木秀典（民主）「金大中氏拉致事件」（７/１４
→７/２５；質問１２８号）
●北川れん子（社民）「原子炉の健全性評価尺度
（維持基準）」（７/２２→；質問１３４号）＊８/２８現在答
弁書未確認
●田中甲（尊命）「茨城県神栖町における毒ガス
被害」（７/２５→；質問１４１号）＊８/２８現在答弁書未
確認
●川田悦子（無所属）「防衛庁等による発注等に
関する第３回質問」（７/２５→；質問１４５号）＊８/２８現
在答弁書未確認
●今野東（民主）「中国人強制連行・強制労働」
（７/２８→；質問１４９号）＊８/２８現在答弁書未確認

＜参議院＞
●福島瑞穂（社民）「イラク戦争における米英軍の
劣化ウラン弾使用」（７/２５→；質問４４号）＊８/２８現
在答弁書未確認
●又市征治（社民）「有事法制下における自治体
の住民福祉事務」（７/２５→８/５；質問４７号）

（作成：佐藤毅彦）


